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国土交通省２１世紀環境立国戦略関係平成２０年度予算案について国土交通省２１世紀環境立国戦略関係平成２０年度予算案について

（百万円）

全体計上額 ４２２，７８１百万円

戦略別計上額

（百万円）

戦略別計上額

戦略１ 気候変動問題の克服に向けた国際的リーダーシップ ２９，９８０百万円

戦略２ 生物多様性の保全による自然の恵みの享受と継承 ２７，４７７百万円

戦略３ ３Ｒを通じた持続可能な資源循環 １，９９４百万円

戦略４ 公害克服の経験と智慧を活かした国際協力 １０５百万円

戦略５ 環境 エネルギ 技術を中核とした経済成長 ６６ ４２５百万円戦略５ 環境・エネルギー技術を中核とした経済成長 ６６，４２５百万円

戦略６ 自然の恵みを活かした活力溢れる地域づくり ２９６，７６２百万円

戦略７ 環境を感じ、考え、行動する人づくり １４百万円戦略 環境を感じ、考え、行動する人 くり 百万円

戦略８ 環境立国を支える仕組みづくり ２４百万円

※重点施策推進要望のうち２１世紀環境立国戦略分野に該当する予算額 ２８１億円
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平成２０年度予算案 重点施策推進要望事項平成２０年度予算案 重点施策推進要望事項
（２１世紀環境立国戦略関係）

戦略１ 下水汚泥の資源・エネルギー循環の推進等 １３８億円

戦略２ ６ 水辺における良好な環境の保全 再生 創出 １２３億円戦略２・６ 水辺における良好な環境の保全・再生・創出 １２３億円

戦略５ 住宅・建築物における省ＣＯ２対策の推進 ８億円

戦略５ 海洋環境イニシアティブの推進 ３億円

戦略５ 北海道に適した新たなバイオマス資源の導入促進事業 １億円（新規）

戦略６ 地区・街区レベルの環境負荷削減対策の推進 ３億円（新規）

戦略６ ＣＯ２吸収源対策に資する都市緑化の推進 ３億円

戦略６ 低公害車の普及及び新燃料を利用する次世代低公害車の
開発・実用化 ２億円

計 ２８１億円
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下水汚泥の資源・エネルギー循環の推進等下水汚泥の資源・エネルギー循環の推進等戦略１

地球温暖化防止に寄与するため、豊富な資源・エネルギーポテンシャルを有している下水汚泥等
をエネルギー利用（バイオガスや汚泥燃料等）するための施設整備を推進する。また、下水汚泥の
焼却過程で発生する一酸化二窒素を抑制するため、下水汚泥の高温焼却を推進する。焼却過程で発生する 酸化 窒素を抑制するため、下水汚泥の高温焼却を推進する。

ガス会社と連携し、精製したバイオガスを都市ガスの原
料として供給

電力会社と連携し、炭化した汚泥燃料を石炭代替燃料と
して火力発電所で発電

ガス
精製

一般家庭へ
供給

下水処理場 ガス会社

バイオ

ガス

都市

ガス

ガス
精製

一般家庭へ
供給

下水処理場 ガス会社

バイオ

ガス

都市

ガス 脱水
一般家庭へ

供給

下水処理場 電力会社

固形

燃料

電力
脱水

一般家庭へ
供給

下水処理場 電力会社

固形

燃料

電力

民間活用型地球温暖化対策下水道事業制度の創設

（下水道管理者が民間企業と一体となって行う下水汚泥
等の循環利用に関する計画の策定 当該計画に基づき建

消化 混合消化 混合

炭化 発電

燃料

炭化 発電

燃料

Ｏ
/ｔ）

約1,508gN2O/ｔ

流動焼却炉の対策前と対策後の比較

約６割削減！Ｏ
/ｔ）

約1,508gN2O/ｔ

流動焼却炉の対策前と対策後の比較

約６割削減！

・下水汚泥の処理過
程で大量に発生する
N2Oの温室効果は、
CO2の310倍

等の循環利用に関する計画の策定、当該計画に基づき建
設する資源化施設の建設等を支援）

排
出
係

数
（ g

Ｎ
2Ｏ

約645gN2O/ｔ

約６割削減！

排
出
係

数
（ g

Ｎ
2Ｏ

約645gN2O/ｔ

約６割削減！2

・高分子流動炉にお
ける燃焼の高度化(燃
焼温度を800℃から
850℃に上げる等)に
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対策前
（800℃）

対策後
（850℃）

対策前
（800℃）

対策後
（850℃）

850℃に上げる等)に
より、N2Oを約６割
削減



良好な河川環境の保全・再生

水辺における良好な環境の保全・再生・創出水辺における良好な環境の保全・再生・創出戦略２・６

・河川が本来有している生物の良好な生息・生育環境に配慮し、あわせて
美しい自然景観を保全あるいは創出する多自然川づくりにより、良好な自

良好な河川環境の保全 再生

戦略２ 生物多様性の保全による自然の恵みの享受と継承

・河川の上下流、河川と流域をつなぐことで、多様な生物の生
息・生育・繁殖環境を保全・再生

③百年先を見通した我が国の生物多様性の保全

然環境を保全・創出。

両岸コンクリートで固
められた河川の改修
にあたり、低水護岸に

貫川（福岡県北九州市）

河川と流域との落差
解消の取り組み

ワンド形成

魚道整備等による魚の遡上・
生息環境改善に向けた取り組み

ブッシュ
(低木・自然植生等）

あ り、低水護岸
自然石の乱積みを採
用、水際には置き石
を施すなどにより、植
生の確保と変化ある
自然な流れを復活。 河川と農業水路の落差解消のた

め、階段式魚道等を整備

よどみ域

ワンド形成

魚道

・河川環境の保全を目的とし、流域の視
点から、人為的に制約を受けた「川のシ
ステム」を元に戻す（＝再自然化する）

戦略６ 自然の恵みを活かした活力溢れる地域づくり ③豊かな水辺づくり

・水環境の悪化が著しい河川、都市下水路、湖沼、ダム貯水池
等において、水質の改善、水量の確保を図るため、河川管理者、
下水道管理者 地元自治体及び関係者が一体となって「水環

・都市化によって失われた都市域にお
ける水辺の再生・創出のため、地下水
や雨水 下水再生水 河川水を活用し

松浦川（佐賀県唐津市）

ステム」を元に戻す（＝再自然化する）
自然再生事業を実施することにより、美
しい河川環境を再生。

下水道管理者、地元自治体及び関係者が 体となって「水環
境改善緊急行動計画」を策定、水環境改善施策を総合的かつ
重点的に推進（清流ルネッサンスⅡ）。

松江堀川（島根県松江市）

350

400

松

6,000

千人

や雨水、下水再生水、河川水を活用し、
行政・住民等関係者が連携した都市内
の水路の整備・維持管理を推進。

神戸市松本地区（兵庫県）

50

100

150

200

250

300

350松
江
堀
川
遊
覧
客
数 1,000

2,000

3,000

4,000

5,000
松
江
観
光
客
数

松江観光客
数

堀川遊覧
観光客数

松浦川

水田であった土地を掘り下げ、河川水が流入可能
とし、かつてあった湿地環境を再生。

0

50

H６ H８ H１０ H１２ H１４ H１６

数

0

宍道湖からの導水、底泥浚渫、周辺地域の下水道の整備等により水質が改善、堀川
遊覧船も就航を開始し、新たな観光名所として、入り込み観光客数も増大。

下水再生水を水源とするせせらぎ水路を整備し、
水辺を再生。清掃等の維持管理に周辺住民が参画
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住宅・建築物における省ＣＯ２対策の推進住宅・建築物における省ＣＯ２対策の推進戦略５

民生部門（業務部門・家庭部門）のＣＯ２排出量は、基準年（1990年）と比べて約４割増加民

京都議定書（2005年発効）
第１約束期間（2008～2012年）に温室効果ガス
の排出量を基準年（1990年）と比べて６％削減

ハイリゲンダム・サミット（2007年）
「2050年までに世界全体の温室効果ガスの排出量
を少なくとも半減することなどを真剣に検討する」

住宅・建築物の省エネについて抜本的な対策が必要

排出量を基準年（ 年） 比 削減 を少な も半減する な を真剣 検討する」

法律
住宅・建築物の省エネ措置の一層の強化を図るため、
・大規模（2000㎡以上）の住宅・建築物に係る担保措置を強化
・中小規模（2000㎡未満）の住宅・建築物も届出義務の対象に追加
戸建住宅等に対しては 供給事業者や設計者 施工者を通じて 省エネ性能の向上を促進 等

法律

・戸建住宅等に対しては、供給事業者や設計者・施工者を通じて、省エネ性能の向上を促進 等

・既存住宅の省エネリフォームの促進（省エネ改修促進税制の創設）

税制

【住宅・建築物「省ＣＯ２推進モデル事業」の創設】
住宅・建築物の省ＣＯ２対策の推進予算

・業務用ビルの省エネ対策支援の拡充（エネルギー需給構造改革投資促進税制の延長及び拡充）

先進的かつ効果的な省ＣＯ２技術が導入された先導的な住宅・建築プロジェクトを推進する民間事業者等に

対する助成制度の創設

【中小事業者等による住宅・建築物に係る省エネ対策の強化】

中小事業者等 よる省 ネ対策 滑化を図るため 施 技術等 導入 促進 消費者 啓発等中小事業者等による省エネ対策の円滑化を図るための施工技術等の導入の促進、消費者への啓発等に

対する助成制度の創設
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海洋環境イニシアティブ海洋環境イニシアティブ
○船舶の燃費指標の開発及びCO2排出削減の国際的枠組み整備

海の ドプ ジ クト 船舶からの環境負荷低減のための総合対策

戦略５

【船の燃費指標（海の１０モ ド指標）の開発 普及】

・海の１０モードプロジェクト ・船舶からの環境負荷低減のための総合対策

・新しい概念に基づく船体構造強度基準の構築 ・海洋環境立国を支える人材育成支援事業

○次世代省エネ技術・システムの開発等

【船の燃費指標（海の１０モード指標）の開発・普及】
◎実際の運航状態での船の燃費を、設計段階で評価できる指標を開発し、国際標準化

（世界トップクラスの我が国造船・運航技術により初めて開発可能）

【CO2排出削減努力の加速】
◎CO２排出削減の国際的枠組みの整備と３割削減を目指した省エネ技術・システムの開発･普及促進

（海の１０モード指標により省エネ船・運航システムの普及が促進）

【国際的イニシアティブ】
◎我が国の海運・造船が国際的イニシアティブを発揮して環境課題の克服に貢献

（日本の技術力をベースに世界の温暖化防止に貢献）

ド プ

H20 H21 H22 H23 H24

海の１０モード指標の開発社会システムの

ロードマップ

ポスト京都議定
指標の国際標準化

ＣＯ２排出削減の国際的枠組み作り

社会システムの
改革

次世代省エネ
技術の開発

ポスト京都議定
書の枠組み

在来システムからCO2排出量を３割削減
に向けた技術開発の推進技術の開発

人的基盤の強化
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北海道に適した新たなバイオマス資源の導入促進事業北海道に適した新たなバイオマス資源の導入促進事業戦略５

成 効背 査 容

寒冷な北海道に適し、食料需給に影響しないバイオマス資源（資源作物）の安定的生産・利活用システムを確立し、その導
入を促進するための調査・検討を行う。

新たなバイオマス資源
（資源作物）の生産・利活

成果・効果

最近の穀物価格高騰等を承け、食料と競合しないバ
イオマス資源の必要性が高まっているところ。

北海道では 平坦で広い遊休地等を利用し 資源作

ヤナギに最適なエネルギー（バイ
オエタノール等）等の抽出技術の
確立 エネルギーの循環利用等

背景・課題 調査内容

（資源作物）の生産 利活
用システムの確立・普及

地域での新たな産業の創
出

北海道では、平坦で広い遊休地等を利用し、資源作
物の効率的な大量・安定生産が可能。

北海道に分布するエゾノキヌヤナギは、粗放的な栽
培で短期に熱帯早生樹並みの収量が確保できるな
ど、寒冷地における有望な資源であり、この生産・利

確立、エネルギ の循環利用等
の検討及びこれらを踏まえたシ
ステムの設計・実証調査

栽培可能地の検討、優良系統の
選抜、最適生育条件・機械化体

地球温暖化対策、エネル
ギー問題への貢献

ど、寒冷地における有望な資源であり、この生産 利
活用には地域産業としての展開が期待。

ヤナギを資源とした取組は、我が国ではまだ見られ
ず、植栽地に適した優良系統の作出や栽培、利活用
方法が未確立。

選抜、最適 育条件 機械 体
系等の検討

地域産業としての展開方策の検
討及びシステムの導入促進のた
めの普及啓発

ヤナギの活用サイクル 検討するヤナギの活用技術体系

樹種に応じた技術の検討樹種に応じた技術の検討

方法 未確 。

栽培に必要なエネル
ギー

に比較して得られる
エネルギ が大きい

萌芽

利用
ｺﾝﾊﾞｲﾝ等既存
農機の活用

エ
ネ
ル
ギ
ー

挿し穂

CO2

数年
萌芽

利用
ｺﾝﾊﾞｲﾝ等既存
農機の活用

エ
ネ
ル
ギ
ー

挿し穂

CO2

数年

ヤナギ 樹脂材料（塗料等）等

エタノール等エネルギー

樹皮抽出成分＝タンニン等

効率的な連
結 検討

効率的なｴﾈﾙ
ｷﾞ 利用 検討

地域

ヤナギ 樹脂材料（塗料等）等

エタノール等エネルギー

樹皮抽出成分＝タンニン等

効率的な連
結 検討

効率的なｴﾈﾙ
ｷﾞ 利用 検討

地域

投入 生産
エネルギー エネルギー

ヤナギ 8            180

エネルギーが大きい

成長伐採・収穫

（ｴﾈﾙｷﾞｰ等抽出）
農機の活用

成長伐採・収穫

（ｴﾈﾙｷﾞｰ等抽出）
農機の活用

リグニン 燃焼（ｴﾈﾙｷﾞｰ）等
結の検討 ｷﾞｰ利用の検討

リグニン 燃焼（ｴﾈﾙｷﾞｰ）等
結の検討 ｷﾞｰ利用の検討 小麦（子実・茎） 20 GJ/ha/yr 130

西洋アブラナ 17            105
（種・茎）
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《拠点的市街地等における地区・街区レベルの先導的な都市環境対策》

地区・街区レベルの環境負荷削減対策の推進地区・街区レベルの環境負荷削減対策の推進戦略６

地区・街区レベルにおいて、行政、民間事業者が行う事業・
対策を包括的に定めた都市環境対策に関する計画を策定

計画においてＣＯ２など環境負荷低減効果等の目標を設定

環境貢献の高い計画に対して、包括的かつ集中的に支援

民有地等を活用

下水道等未利用
エネルギーの活用

環境貢献の高い計画に対して、包括的かつ集中的に支援

各種事業の特例
先導的都市環境
形成促進事業 下水処理場

民有地等 活用
した緑化の推進

計画策定支援
エコまちネット
ワーク整備事業

各種事業の特例
形成促進事業

エネルギーの
面的利用の促進 地域冷暖房

コーディネート

支援

ワ ク整備事業

緑地環境整備
総合支援事業

共同集配施設

民間による

物流等都市交通
施策の推進

社会実験・

支援 総合支援事業

都市交通システム
民間による

先進的な取組

社会実験
実証実験等

都市交通シ テ
整備事業
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ＣＯ２吸収源対策に資する都市緑化の推進ＣＯ２吸収源対策に資する都市緑化の推進戦略６

ヒートアイランド対策及び温室効果ガス吸収源対策の推進の観点から、公民協働の包括的な都市環
境対策の計画に位置付けられた街区を対象に、街区全体で総合的かつ重点的な緑化を推進するため民
有地等を活用した緑地の確保及び建築物の緑化を促進するための措置を講じる。

○ 概 要

地区全体の緑化の目標を定めた先導的都市環境形成計画の区域において実施する市民緑地整備
事業（緑地環境整備総合支援事業の要素事業）により 民間事業者等が行う 高木を含む緑化率事業（緑地環境整備総合支援事業の要素事業）により、民間事業者等が行う、高木を含む緑化率
が８０％以上で緑化面積が５００㎡以上の借地公園として開設するものの整備に対して支援する。
（平成２０年度から５箇年間に限定）。

先導的都市環境形成計画の区域

都市緑化による吸収源とし

ては 500 2以上の都市公園

（参考）
先導的都市環境形成計画の区域
（エネルギーの面的利用、都市交通対策
等とともに、民有地等の緑化を推進）

ては、500m2以上の都市公園

等が対象となる。

一般的な500m2の都市公園に

おける年間のCO2吸収量は約

0.4t
借地公園となる緑化施設の整備
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京都議定書に定められた温室効果ガス６％削減の目標を達成するため、また、大都市を中心に依然として厳しい状況にある大気汚
染問題（ＮＯｘ・ＰＭ）に対応するため 低公害車の普及・開発の促進等を図る

低公害車の普及促進及び新燃料を利用する次世代低公害車の開発・実用化低公害車の普及促進及び新燃料を利用する次世代低公害車の開発・実用化戦略６

染問題（ＮＯｘ・ＰＭ）に対応するため、低公害車の普及・開発の促進等を図る。

国
地方公共バス・

トラック補助 補助

低公害車の普及促進

ＣＮＧ車普及促進モデル試行運行実験事業

モデル地域の指定に向け取り組んでいる地域に対し ＣＮＧ車の試行運行実験

低公害車の価格低減

離陸効果

国
団体等

トラック
事業者等

補助 補助

NOx・PMの低減による大気

直接効果

モデル地域の指定に向け取り組んでいる地域に対し、ＣＮＧ車の試行運行実験
を支援しモデル地域を一層拡大

○補助内容

など地方公共団体 ガス事業者 運送事業者 運輸局

国の支援低公害車 価格低減
による一層の普及拡大

低減 よる大気
環境の改善 ○補助内容

・試行運行実験に必要な車両導入費
・ＣＮＧ車の展示会など広告宣伝費等
○補助率：１／２

CNG自動車 ハイブリッド自動車 ＣＮＧ車の本格的普及

次世代低公害車の開発・実用化の促進

○環境性能を格段に向上させた次世代のバス・トラック等を開発・試作し、技術的データ取得のための走行試験等を実施

次世代低公害車

ｼﾞﾒﾁﾙｴｰﾃﾙ自動車 ＜スーパークリーンディーゼルエンジン＞ＩＰＴハイブリッドバス ＜ＦＴＤ自動車＞＜ＬＮＧ自動車＞

次世代低公害車

ブ バ バ

IPTハイブリッドバスを活用した実証事業

■次世代低公害車の認知度向上と環境問題に対する意識高揚

先駆的実証モデル事業

バッテリ

バッテリエアコン

○次世代低公害車であるＩＰＴハイブリッドバスを観光地での巡回バスに活用する実証事業を実施（平成20年度より）

●バス会社の声、走行データ等を得て、技術的改良・基準整備を推進 外部電源

■観光振興と地域活性化 ■貴重な自然環境の保全
バッテリ

モーター
エンジン

ＩＰＴハイブリッドバス
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第三次生物多様性国家戦略第三次生物多様性国家戦略 国土交通省関係主要施策国土交通省関係主要施策第三次生物多様性国家戦略第三次生物多様性国家戦略 国土交通省関係主要施策国土交通省関係主要施策
多様な生態系を守る水・緑を保全・再生するため、多自然川づくり、自然再生事業の集中的な実施、ダムにおける環境
配慮 水と緑のネットワーク形成の推進 下水道整備等による公共用水域の水質保全 藻場・干潟の再生 生物の生

主な施策

配慮、水と緑のネットワーク形成の推進、下水道整備等による公共用水域の水質保全、藻場・干潟の再生、生物の生
息環境に配慮した海岸づくりなどを推進する。

都市における生物の生息・生育環境の形成良好な河川環境の保全・再生 都市における生物の生息 生育環境の形成

・生態系ネットワーク等に配慮した緑の基本計画
に基づき、緑の保全・再生・創出を図るとともに、
道路、水辺、水路等により構成される水と緑の
ネットワークの形成を推進

・河川全体の自然の営みを視野に入れ、地域の暮らしや歴
史・文化との調和にも配慮し、河川が本来有している生物の
生息・生育環境及び多様な河川景観を保全・創出する、多自
然川づくりを推進。

良好な河川環境の保全 再生

両岸 ンクリ トで固めら

座間谷戸山公園
（神奈川県座間市）

・生物の生育・生息地となる干潟や湿地、樹林
地について、自然再生緑地整備事業等の推
進により再生・創出を図るとともに、特別緑地
保全地区等の指定により保全を図る

両岸コンクリートで固めら
れた河川の改修にあたり、
低水護岸に自然石の乱積
みを採用、水際には置き
石を施すなどにより、植生
の確保と変化ある自然な
流れを復活

浚渫土砂を活用した 水質改善に資する覆砂の実施及び多様な生物の生

港湾空間における良好な環境の創生

・下水道整備による公共用水域の水質保全を図るとともに、湖沼や閉鎖
性海域における富栄養化の防止などに資する高度処理を推進

流れを復活。
貫川（福岡県北九州市）

・国民や地域社会の関心が高い
地域などにおいて、自然再生事業
を重点的・集中的に実施すること
により 美しい河川環境を再生

松浦川（佐賀県唐津市）

・浚渫土砂を活用した、水質改善に資する覆砂の実施及び多様な生物の生
育・生息の場となる藻場・干潟等の再生

港湾整備により発生
した浚渫土砂を活用
し、野鳥の飛来する

覆砂後

覆砂前

汚泥汚泥

覆砂後

覆砂前

汚泥汚泥

再生した藻場（尾道糸崎港）

により、美しい河川環境を再生。

松浦川

水田であった土地を掘り下げ、河川水が流入
可能とし、かつてあった湿地環境を再生。

・洪水調節に支障を及ぼさない範囲で 干潟を再生。(三河湾）
汚泥汚泥汚泥汚泥

・生物の生息

良好な海岸環境の保全・創生

アカウミガメ
の上陸

稀少生物（カブトガニ
等）の生活環境を確

・洪水調節に支障を及ぼさない範囲で、
洪水調節容量の一部に流水を貯留し、
これを適切に放流することによりダム
下流の河川環境の整備と保全を図る
ダムの弾力的管理試験を実施。

生物の生息
環境に配慮
した海岸づ
くり

伊勢湾西南海岸
（三重県）

の上陸

砂浜を再生

竹原港海岸

保・拡大 放
流
量

月日

維持流量
増量放流量

放
流
量

月日

維持流量
増量放流量

魚類の遡上・降下環境の改善
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